	退職される方の財形貯蓄に関する手続きについて



次の図から、該当する目次をご確認ください。
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注意事項（必ずご確認ください！）
　退職までの間の諸手続き
· 変更、払戻にかかる証明書・契約証書等の添付書類、「財形年金貯蓄者の退職等申告書」については、
直接、各契約金融機関へご提出ください。
· 住宅財形貯蓄の目的による払戻（払戻及び解約）の必要書類を提出する時には、大阪府HP又はグルー
プウェアより印刷いただいた『手続方法と商品案内』（以下「案内」という。）内の「住宅財形貯蓄払戻にかかる必要書類送付書（様式１）」を添付してください。
· 住所、氏名、届出印等の変更が生じた場合は、速やかに申請してください。
大阪府に在職中は、変更や解約の各申請書類は、福利課を経由して提出する必要があります。
· 積立中断中や、年金財形の積立終了後であっても、手続きが必要です。
速やかに「財産形成貯蓄変更申込書」により、所属を通じて福利課に申請してください。
· 退職後の申請は、契約金融機関へお問い合わせください（「案内」契約金融機関一覧 参照）。
· 申請用紙を記入訂正した場合は、必ず二重線で抹消し、訂正印として届出印を押印してください。
· 年金及び住宅財形の非課税限度額、住所、氏名を変更する場合は、変更申込書右下の「異動申告書」の署名と、住所及び該当する変更事項について（変更前/変更後）の記入又は入力（印字）が必要です。
· 住所、氏名変更 ⇒ 上記の箇所とあわせて「異動の生じた日」の記入又は入力（印字）も必要です。
· 非課税限度額変更 ⇒ 金融機関用２枚目にも署名、押印が必要です。

· 年金及び住宅財形を解約する場合は、申込書右下部の「廃止申告書」への署名と、住所及び解約する内容（最高限度額、金融機関名など）の記入又は印字が必要です。
　年金財形を受給するには
· 受給資格条件：『退職時の年齢が55歳以上』かつ『積立期間（５年以上）満了していること』
　非課税限度額の管理（住宅・年金財形）
· 貯蓄残高が非課税限度額を超えないよう、加入職員自身で管理してください。
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１．財形貯蓄を解約する場合

以下に該当しない場合は、解約手続きが必要です。
→目次「２．財形貯蓄を解約しない場合」
「３．退職後、再就職先で財形貯蓄を継続する場合」
「５．大阪府の再任用職員（短時間含む）として採用後、引き続き財形貯蓄を継続する場合」
（１）手続き
· 在職中、下記提出締切までに「財形貯蓄払戻請求書」により「解約」申請をしてください。

· 退職後、個人で積立を継続することはできません。ただし、解約をせず貯蓄として保有することが可能
な場合もありますので、ご希望の場合は各契約金融機関に直接お問い合わせください。
· 退職後に解約等をする場合は、令和６年５月以降に契約金融機関で直接手続をしてください。

（２）提出締切
· 退職までの間、毎月25日福利課必着でご提出ください。※土日にあたる場合は前後します。
令和５年度末退職予定者の最終締切：　令和６年３月25日(月)福利課必着
· ３月給与まで控除希望の場合は、令和６年２月29日(木)以降に福利課へご提出ください。

（３）受取方法及び受取期日
· 払戻金は、書類内容に不備がなければ解約を申請した月の翌月中に加入職員の指定口座に振り込まれます。詳しい払戻日程については、各契約金融機関にお問い合わせください。
· 住宅財形貯蓄の目的解約（住宅購入、増改築等の為の払戻）の場合は、加入職員が直接契約金融機関に必要添付書類を提出した後、指定口座に振り込まれます。
· 住宅財形貯蓄の住宅購入目的等の一部払戻、解約をする場合の手続き等については、事前に契約金融機関
にご確認ください。
· 必要添付書類の提出時には、「住宅財形貯蓄払戻にかかる必要書類送付書（様式１）」を添付してくだ
さい。

· 詳しい期日などは、各契約金融機関にお問い合わせください。

（４）注意事項
· 年金財形貯蓄の解約については、全て「目的外」の解約となり、利子が課税扱いとなります。
受給資格条件を満たしている加入職員については、解約せず、受給手続きをおとりください。
Ｐ４「２．財形貯蓄を解約しない場合」参照）
· 金融機関等によっては、解約時に「契約証書」等の提出を求められる場合があります。
· Ｐ７「６．氏名変更・解約時に証書等の送付が必要な金融機関等」参照）
なお、「契約証書」等は、福利課経由では提出できません。詳しくは契約金融機関にご確認ください。
· ゆうちょ銀行の場合、解約・払戻の申込手続きの後、別途払戻の手続きが必要になります。
「保管証」「届出印」及び「身分証明書」を持参のうえ、ゆうちょ銀行（郵便局貯金窓口）の指示に従っ
てください。〔解約・払戻金の振込先は、ゆうちょ銀行の口座（加入職員名義の口座に限る）のみ指定可
能です。（「案内」の商品内容記載事項参照）
２．財形貯蓄を解約しない場合
Ⅰ　年金財形貯蓄加入者で、受給資格がある場合
（１）受給資格条件
  　退職時の年齢が55歳以上で、かつ積立期間（５年以上）が満了している者
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退　職

積立終了～

受給の流れ

55歳以降、かつ積立期間（最低5年定期に積立）経過後

積立終了日から2月以内に提出

積立終了日以降であること

（60歳以降）

受取開始日到達

以降、受給開始

    令和元年５月１日以降の年金財形貯蓄の加入者は、退職日までに５年以上の積立期間を満たしていないため、現時点では60歳以降年金財形貯蓄として受け取る資格はありません。
受給資格のない方は解約（遡及課税）となります。Ｐ３「１．財形貯蓄を解約する場合」をお読みください。
（２）受給手続にかかる提出書類
· 「財形年金貯蓄の非課税適用確認申告書」
提出期限 ― 積立終了日から２ケ月以内かつ年金支払開始日の前日
　　　　　　　　　　提出が遅れると、年金財形が「課税」扱いになってしまいます。ご注意ください。
提出方法 ― 加入職員が必要事項を記入のうえ、福利課または直接契約金融機関へ送付
注 意 点 ― 勤務先の名称及び所在地：「所属名」と「所属の住所」を記入

賃金の支払者の名称及び所在地については、ご自身の源泉徴収票に記載されている
「名称」及び「所在地」を記入
法人番号：「4000020270008」（13桁）を記入
· 契約金融機関から提出方法や記入方法について指示がある場合は、その指示に従ってください。

· 用紙は契約金融機関から送付されます。
手元にない場合は、契約金融機関から各自で取り寄せてください。
· 「財形年金貯蓄者の退職等申告書」
提出期限 ― 退職後、速やかに
提出方法 ― 加入職員が、直接契約金融機関に提出
· 用紙は各契約金融機関から送付されます。


手元にない場合は、契約金融機関から各自で取り寄せてください。[image: image3.png]



（３）注意事項（積立終了日の取扱い）
· 年金財形受給資格条件を満たしている方で、積立終了日が令和６年４月以降になっている場合は、契約金融機関に、積立終了日を令和５年度内に短縮できるかご確認ください。
退職までに積立終了しなければ、課税扱いとなります。
· 上記短縮が可能な場合は、「財産形成貯蓄変更申込書」により、積立終了日を令和６年３月以前の日付に変更してください。積立終了日について、「給与支給日」か「積立終了日の属する月の末日」とするかは、金融機関によって取扱いが異なります。契約金融機関の商品内容をご確認ください。
· 「財産形成貯蓄変更申込書」提出締切：　変更後の積立終了日の前月の25日福利課必着
例：積立終了日を令和６年３月18日に変更⇒【提出締切日】令和６年２月26日福利課必着
· 金融機関によっては、早めにお手続きが必要な場合もありますので、必ず契約金融機関に提出日程等を
確認のうえ、書類の作成・提出をお願いいたします。
· ゆうちょ銀行については、12月15日までに、福利課へ「財産形成貯蓄変更申込書」提出がない場合、積立終了日変更ができない場合があります。詳しくは、直接ゆうちょ銀行大阪東店までお問い合わせください。
· すでに年金財形の積立を終了されている方、積立終了日を迎えていないが再就職先で財形貯蓄積立継続を希望される方は、解約手続及び積立終了日変更の必要はありません。
（４）その他
· 年金の受取方法等、その他具体的な手続きについては、加入職員が直接、金融機関にご確認ください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Ⅱ  住宅財形貯蓄加入者で退職後に住宅取得等予定がある場合
· 退職時点で、手続きの必要はありません。
· ただし、退職後から住宅取得日までに期限が設けられているなど、非課税適用を受けられる期限や条
件、目的外解約となった場合の遡及課税等については商品によって異なります。
詳しくは、各契約金融機関に直接お問い合わせください。
Ⅲ　退職後、貯蓄として保有する場合

· 退職時点で、手続きの必要はありません。

· 貯蓄として保有可能な場合の条件・取扱いについての詳細は、契約金融機関に直接お問い合わせください。
· 退職後の諸手続きに関しては、各契約金融機関と直接行ってください。ただし、大阪府が提出する「退職等に関する通知書」（４月中旬頃各金融機関等へ送付予定）により、各契約金融機関が加入者の退職を確認後、手続きが可能となりますのでご注意ください。
３．退職後、再就職先で財形貯蓄を継続する場合

· 退職時の手続きは必要ありませんので、再就職先で財形貯蓄の移管手続きを行ってください。
· 継続を希望しない場合は、「１．財形貯蓄を解約する場合」又は「２．財形貯蓄を解約しない場合」の手続きを行ってください。
【継続の条件】
①再就職先で財形貯蓄（一般・年金・住宅）が取り扱われていること。
②退職の日から２年以内に再就職先の規程に従い、所定の手続きを行うこと。
４.大阪府の再任用職員（短時間含む）としての採用が未定の場合
（１）一般財形及び住宅財形の加入者
· 継続を希望しない場合は、Ｐ３「１．財形貯蓄を解約する場合」の手続きを行ってください。
· 継続を希望する場合は、特に手続きの必要はありません。
（２）年金財形の加入者（積立終了日の取扱い）
パターン１　受給資格条件を満たしており、かつ積立終了日が令和６年４月以降の場合
→・積立終了日を令和５年度内に短縮できるか各契約金融機関にご確認ください。
・短縮が可能な場合は「財産形成貯蓄変更申込書」により、積立終了日を令和６年３月以前の日付に変更
してください。
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お問い合わせ先 〒 所在地

※

１

０１０１・

０１０２

（株）りそな銀行（旧大和銀行）

06-6942-5054

〇 大手支店　お客さまサービス課 540-0008 大阪市中央区大手前２丁目１番２２号

０２０１ （株）みずほ銀行（旧第一勧業銀行）

06-6202-2251 ×

大阪中央支店　お客さまサービス課

財形預金係

541-0042 大阪府大阪市中央区今橋４－２－１

０２０３ （株）みずほ銀行（旧富士銀行）

06-6222-9772 ×

公務事務部　関西公務事務チーム 541-0042 大阪市中央区今橋４－２－１　ヒューリック大阪ビル３F

０２０４

（株）三菱ＵＦＪ銀行

（旧東京三菱銀行）

06-6206-8663 ×

大阪中央支店　営業課　財社チーム 541-8530 大阪市中央区伏見町３丁目５番６号

０２０５

（株）りそな銀行（旧あさひ銀行）

06-6271-1221 ×

りそな銀行　大阪営業第八部 -

０２０６

（株）三菱ＵＦＪ銀行（旧ＵFJ銀行）

06-6941-1953

〇 谷町支店　営業課 540-0012 大阪府大阪市中央区谷町2丁目6番5号

０２０７

（株）三井住友銀行（旧住友銀行）

06-6201-0771

〇 天満橋支店  お客さまサービス課 541-0043 大阪市中央区高麗橋1丁目8番13号

０２１０

（株）三井住友銀行（旧さくら銀行）

06-6203-2131 ×

大阪中央支店　お客さまサービス課 541-0043 大阪市中央区高麗橋1丁目8番13号

０３０３

（株）京都銀行

06-6209-8900

〇 大阪営業部 541-0043

大阪府大阪市中央区高麗橋2丁目2番14号　京都銀行ダイワロイネット

ホテルビル1階・2階

０３０４

（株）関西みらい銀行

（旧近畿大阪銀行）

06-6264-2341

〇 堺筋営業部　お客さまサービス課 540-8610 大阪市中央区備後町2丁目2番1号　りそなグループ大阪本社ビル3階

０３０６

（株）池田泉州銀行

06-6251-0791

〇 本町支店 541-0056 大阪市中央区久太郎町3丁目5番13号　又一ビルディング3F

０３０７

（株）南都銀行

06-6643-1011

〇 大阪支店 542-0076 大阪府大阪市中央区難波4-7-2

０３０８

（株）紀陽銀行

06-6343-1122

〇 大阪支店 530-0003 大阪府大阪市北区堂島２丁目１番４３号

０３０９

（株）関西みらい銀行

（旧関西アーバン銀行）

06-6371-3050 ×

梅田支店　お客さまサービス課 530-0011 大阪市北区大深町４－２０ グランフロント大阪タワーA29階

※

２

０４１１

（株）みなと銀行

078-333-3416

〇 プロセス改革部 651-0193 兵庫県神戸市中央区三宮町２丁目１番１号

０５０１

大阪信用金庫

06-6775-6594

〇 業務部 542-0082 大阪市中央区島之内２－１５－２０

０５０２

大阪厚生信用金庫

06-4708-6403 ×

事務部　事務集中課 542-0082 大阪市中央区島之内1丁目２０番１９号

０５０３

大阪シティ信用金庫

06-6231-2881

〇 本店営業部 541-0041 大阪府大阪市中央区北浜２ー５ー４

０５０７

北おおさか信用金庫

072-621-9309

〇 事務部 567-8651 大阪府茨木市西駅前町９番32号

０５１３

尼崎信用金庫

06-6412-5403

〇 総合企画部　企画グループ 660-0862 兵庫県尼崎市開明町3丁目30番地

０６０１

のぞみ信用組合

06-6944-2106 ×

事務部 540-0026 大阪市中央区内本町2丁目3番5号

０６０２

大同信用組合

06-6541-2902 ×

事務企画部 550-0014 大阪市西区北堀江1-4-3

※

3

０７０１

大阪府信用農業協同組合連合会

06-6944-7321

〇 業務部　集中決済担当 540-0011 大阪市中央区農人橋２-１-３３

※

4

０８０１

近畿労働金庫

06-6449-0520

〇 業務部（財形） 550-8538 大阪府大阪市西区江戸堀1丁目12番1号　ろうきん肥後橋ビル7階

０９０２

三菱ＵＦＪ信託銀行（株）

0120-311-288 ×

財形事務センター 170-8610 東京都豊島区西池袋1-7-7　東京西池袋ビル

０９０３

みずほ信託銀行（株）

0120-102-766 ×

財形オフィス　加入者専用ダイヤル 135-0031 東京都江東区佐賀１－１７－７　深川佐賀町ビル４階

０９０５

三井住友信託銀行（株）

（旧中央三井信託銀行）

0120-256-002 ×

財形契約者　お問い合わせ窓口 141-0031 東京都品川区西五反田7－10－4　ルーシッドスクエア五反田

０９０７

三井住友信託銀行（株）

（旧住友信託銀行）

06-6833-4681 ×

法人事務センター　法人事務チーム 560-8572 大阪府豊中市新千里西町1－1－3

信

託

銀

行

都

市

銀

行

地

方

銀

行
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用
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庫

信

用

組

合

積立終了日指定を「給与支給日」か「積立終了日の属する月の末日」とするかは、各契約金融機関に
よって取扱いが異なります。「案内」の各契約金融機関の商品内容ページ参照
パターン２　受給資格条件を満たしていない場合
→・特に手続きの必要はありません。
・ただし、受給資格を満たすまでは、再任用職員採用後の積立の継続が必要です。
パターン３　受給資格条件を満たしており、かつ積立終了日が令和６年３月以前の場合
　 →・特に手続きの必要はありません。
【パターン１・２に関する注意事項】
積立終了日を短縮変更しないまま再任用不採用が決定（パターン１）、受給資格条件を満たさぬまま再任用不採用が決定（パターン２）し、退職日を迎えた場合、一時的に積立の中断状態となります。
その後、再就職されず財形貯蓄の積立継続再開を行わないまま積立終了日を迎える、もしくは中断期間が２年超過すると、目的外の解約をすることとなり、年金財形が課税扱いの対象となります。
[image: image5.emf]業

態

金融機関

商品Ｃ Ｄ

金融機関等 電話番号

新規

募集

お問い合わせ先 〒 所在地

１００１

（株）みずほ銀行（旧日本興業銀行）

06-6202-2251 ×

大阪支店　お客さまサービス課　財形預金係 541-0042 大阪府大阪市中央区今橋４－２－１

１００２

（株）SBI新生銀行

0120-511-

025(ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ2)

×

リテールオペレーション部　財形事務センター 103-8303 東京都中央区日本橋室町2-4-3

１１０１

野村證券（株）

0120-148-604 ×

野村ビジネスサービス株式会社　財形事務セン

ター

103-8711

日本郵便株式会社　日本橋郵便局私書箱第33号野村證券株式会社

(事務取扱)野村ビジネスサービス株式会社　財形事務センター

１１０２

SMBC日興証券（株）

0120-250-221 ×

ストック・プラン・ソリューション部 135-8532 東京都江東区木場1-5-55

１１０４

大和証券（株）

03-5633-6254 ×

株式会社大和証券ビジネスセンター 制度事務

部 財形事務グループ

135-0016 東京都江東区東陽2-3-2

１１０５

みずほ証券（株）

0120-324-238

〇 みずほ証券株式会社　財形事務センター 183-0044 東京都府中市日鋼町1-1　ヒューリック府中タワー14階

１１０９

岡三証券（株）

03-6385-8282

〇 決済部　決済業務課（貯蓄） 103-8278 東京都　中央区　日本橋　1-17-6

１１１０

岩井コスモ証券（株）

03-5695-5762 ×

証券管理部 103-8207

東京都中央区日本橋茅場町１－７－３茅場町グリーンビル5F　証券管

理部　財形担当

１２０１

日本生命保険（相）

0120-981-818

〇 財形管理課 541-8501 大阪市中央区今橋3-5-12

１２０４

ジブラルタ生命保険（株）（旧ＡＩＧエジソ

ン生命保険）

0120-981-088 ×

コールセンター -

１２０６

ジブラルタ生命保険（株）（旧エイアイジー・ス

ター生命保険）

0120-160-427 ×

コールセンター -

１２０７

第一生命保険（株）

0120-998-665

〇 契約サービス部　財形課 104-8691 東京都江東区豊洲3-2-3　私書箱504号

１２１０

富国生命保険（相）

0476-47-5207 ×

団体収納サービスグループ　財形担当 270-1352 千葉県印西市大塚２－１０

１２１１

朝日生命保険（相）

0120-330-323

〇 企業保険部（財形保険） 206-8611 東京都多摩市鶴牧１－２３

１２１２

明治安田生命保険（相）

06-6441-8637

〇 大阪マーケット開発部 550-0002

大阪府大阪市西区江戸堀１－１２－８　明治安田生命肥後橋ビル１

０階

１２１３

大樹生命保険（株）

04-7162-3246

〇 年金共済・財形管理担当 277-8655 千葉県柏市東上町8-18

１２１４

住友生命保険（相）

0120-307-506

〇 スミセイコールセンター 540-8512 大阪市中央区城見１－４－３５

※

6

１３０１

（株）ゆうちょ銀行

06-6266-6581

〇 ゆうちょ銀行　大阪東店 541-8799 大阪市中央区備後町１－３－８

１４０５

三井住友海上火災保険（株）

0120-274-272 ×

ＭＳ＆ＡＤ事務サービス　八王子保全事務部

財形事務集中センター

192-8518 東京都八王子市高倉町９番１号 （ＭＳ＆ＡＤ八王子センター1階）

１４０７

あいおいニッセイ同和損害保険（株）

050-3461-0077 ×

関西企業営業第一部　営業第一課 530-8555 大阪市北区西天満4-15-10

１４０９

東京海上日動火災保険（株）

0120-377-345 ×

東京海上日動事務アウトソーシング株式会社

福岡財形事務センター

812-8684 福岡市博多区御供所町3-21大通りビジネスセンター

１４１５

（株）損害保険ジャパン（旧日本興亜損害

保険）

06-6449-1166 ×

大阪企業営業第一部第二課 550-8577 大阪府大阪市西区江戸堀１－１１－４損保ジャパン肥後橋ﾋﾞﾙ16F

１４１６

AIG損害保険（株）（旧富士火災海上保

険（株））

06-7223-3011 ×

大阪企業営業部営業第一課 530-0011 大阪府大阪市北区大深町3-1 グランフロント大阪タワーB　36F

１４１７

（株）損害保険ジャパン

（旧損害保険ジャパン）

06-6449-1050

〇 大阪金融公務部第一課 550-8577 大阪市西区江戸堀１－１１－４　損保ジャパン肥後橋ビル18F

１４１８

AIG損害保険（株）（旧ＡＩＵ保険会

社）

06-7223-3011 ×

大阪企業営業部営業第一課 530-0011 大阪府大阪市北区大深町3-1 グランフロント大阪タワーB　36F

【新規募集が×の金融機関は、新規申込できません。】

※
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社

※１　総幹事　　　※2　第二地方銀行　　　※３　農業協同組合　　　※４　労働金庫　　　※５　債券発行銀行　　　※6　ゆうちょ銀行

※採用決定し、財形貯蓄の積立継続のため積立終了日を延長変更する場合は、「５．大阪府の再任用職員（短時間含む）として採用後、引き続き財形貯蓄を継続する場合」を参照
５．大阪府の再任用職員（短時間含む）として採用後、
引き続き財形貯蓄を継続する場合
（１）一般財形及び住宅財形加入者
特に手続きの必要はありません。

（２）年金財形加入者
· 積立終了日が令和６年３月31日以前になっている場合、下記のとおり積立終了日延長の申請が必要です。
· 「財産形成貯蓄変更申込書」の提出締切（毎月25日）　※土日にあたる場合は前後します。
・積立終了日が令和６年３月以降の場合：　令和６年２月26日(月)福利課必着
・積立終了日が令和６年２月以前の場合：　積立終了日の前月の25日福利課必着
※ 変更後の積立終了日は、再任用期間の最後の給料日を限度とします。
※ 非課税限度額に余裕がある場合のみに限ります。
※ すでに積立終了日を過ぎている場合は、変更（延長）できません。
※ 積立終了日の延長ができない場合や、積立終了日の変更に併せて受取開始日等契約内容の変更が必要な
場合もあります。あらかじめ各契約金融機関にお問い合わせください。
※ すでに年金財形の受給資格を有している場合であれば、必ずしも積立を継続する必要はありません。
（３）積立額について（全財形共通）
· 積立額は退職前と同額になります（給与、期末勤勉手当等から積立額が控除できない場合、積立は自動的に中断となります）。
· 積立額変更を希望する場合は、毎年５月の新規募集及び積立額変更受付期間内に、積立額変更の申請を行ってください。（ただし、積立額が実際に変更されるのは９月給与分からとなります。）なおその際、一般財形以外の新規加入はできません。

· 積立継続しない場合は、Ｐ３「１．財形貯蓄を解約する場合」又はＰ４「２．財形貯蓄を解約しない場合」の手続きを行ってください。

（４）その他
· 積立期間を延長した後、再任用職員として勤務せず退職することになった場合、速やかにＰ８「７. 財形貯蓄に関するお問い合わせ先・書類の提出先」までご連絡ください。
６．氏名変更・解約時に証書等の送付が必要な金融機関等

· 氏名変更・解約の手続きを行う際、契約金融機関から証書等が発行されている場合は、直接、金融機関への提出が必要となります。（変更申込書又は払戻請求書のみ、福利課経由で契約金融機関等へ提出します。）
· なお、証書等を直接提出いただく際は、変更申込書または払戻請求書の金融機関用コピーを添付いただくようお願いします。（※各学校にて変更申込書または払戻請求書に受付印押印の後、当該申込書または請求書の金融機関用のコピーをおとりください。）
	金融機関
商品ＣＤ
	金融機関名
	備　考

	0304
	関西みらい銀行

（旧：近畿大阪銀行）
	証書が発行されている場合、
要送付。

	0309
	関西みらい銀行
（旧：関西アーバン銀行）
	

	0411
	みなと銀行
	

	0501
	大阪信用金庫
	

	0507
	北おおさか信用金庫

（旧：摂津水都信用金庫）
	旧：十三信用金庫は不要

直接金融機関へご確認ください。

	0701
	大阪府信用農業協同組合連合会
	発行していない場合が有

	1201
	日本生命保険
	

	1210
	富国生命保険
	

	1213
	大樹生命保険
	解約時のみ

	1214
	住友生命保険
	

	1409
	東京海上日動火災保険
	

	1417
	損害保険ジャパン日本興亜
	


· 証書等が金融機関等に到着しない限り、手続きが開始されません。ご注意ください。
· 氏名変更・解約時以外にも証書等が必要とされる場合がありますので、商品内容記載事項をご確認のうえ、お手続きください。

７．財形貯蓄に関するお問い合わせ先・書類の提出先
（１）提出先　〒540-8571（大阪府庁専用郵便番号住所不要）
大阪市中央区大手前２丁目（大阪府庁別館３階）

　　　　　
大阪府教育庁教職員室福利課　健康・福祉グループ
　　　　　　
直通：06-6941-2866　代表：06-6941-0351（内線3478）
（２）福利課提出締切　　毎月25日（12月のみ15日）必着　※土日にあたる場合は前後します。
（３）その他
・各学校の取りまとめ担当者経由で書類をご提出ください（送付書は廃止になっています）。
・令和３年度より財形貯蓄の用紙は、複写用紙から電子版申請用紙へと変更になりました。
ただし、従来の複写用紙（A4用紙）による申請についても、受付いたします。
・電子版申請用紙はこちら：https://www.pref.osaka.lg.jp/fukuri/zaikei/index.html
　　　　　　　　　　（福利課 事業一覧ページの「財形貯蓄に関する業務」に掲載しています。）
　　　　検索エンジン大阪府　福利課　財形貯蓄に関する業務　検索 クリック
注意　
電子版申請用紙で申請用紙を作成いただくと、入力内容が印字された状態で印刷することができますが、
氏名自署・届出印押印欄がございますので、お忘れのないようお願いします。
作成後、用紙右上の所属受付印を押印のうえ、ご提出ください。
８．取扱金融機関一覧表


� HYPERLINK  \l "大阪府の再任用職員（短時間含む）としての採用が未定の場合" ��目次４へ�





大阪府に採用


(賃金の支払い者が大阪府となる。)　　　　　されない


される（予定）





臨時的任用職員・非常勤嘱託員として採用される場合


・・・・継続できません





新就職先での財形貯蓄の手続きについて・・・� HYPERLINK  \l "退職後、再就職先で財形貯蓄を継続する場合" ��目次３へ�








財形を継続





する　　　　　　しない





� HYPERLINK  \l "財形貯蓄を解約する場合" ��目次１�，� HYPERLINK  \l "財形貯蓄を解約しない場合" ��２へ�





� HYPERLINK  \l "大阪府の再任用職員（短時間含む）として採用後、引き続き財形" ��目次５へ�





再就職を


　しない


する





解約する場合・・・・� HYPERLINK  \l "財形貯蓄を解約する場合" ��目次１へ�


解約しない場合・・・� HYPERLINK  \l "財形貯蓄を解約しない場合" ��目次２へ�





再任用職員


　　　　　　　　　である


ではない





◎退職後の財形貯蓄について


退職後に個人で積立を継続することはできません。ただし、解約をせず貯蓄として保有することが可能な場合があります。詳細については、直接、契約金融機関にお問い合わせください。


また、退職後の諸手続きについては、契約金融機関と加入職員の間で直接行ってください。





� eq \o\ac(○,注)�年金財形について


退職後に積立終了日を迎えると、課税扱いになる等の不利益が生じますので、手続きが必要です。


［目次２.財形貯蓄を解約しない場合 Ⅰ（３）注意事項を参照］





採用が未定の場合





QRコード
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